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関西国際大学における公的研究費の管理・監査体制方針 

 

 

平成27年3月改訂 

 

学校法人濱名学院関西国際大学（以下「本学」という。） において機関経理する全ての研究

経費（以下「公的研究費」という。） の管理・監査体制の対応については、別に定めるものの

ほか、この方針により実施するものとする。 

 

（責任体系） 

第１ 本学における公的研究費の運営・管理に関わる者の責任と権限の体系は、関西国際大学に

おける公的研究費の運営・管理体制（別紙１）のとおりとし、職名を公開するものとする。 

 

（最高管理責任者） 

第２ 最高管理責任者は、学長とし、本学全体を統括するとともに公的研究費の運営・管理につ

いて最終責任を負うものとする。 

２ 最高管理責任者は、統括管理責任者及び事務担当責任者が責任を持って公的研究費の運営・

管理が行えるよう適切に指導力を発揮しなければならない。 

 

（統括管理責任者） 

第３ 統括管理責任者は、事務局長とし、最高管理責任者を補佐するとともに、公的研究費の運

営・管理について本学全体を統括する実質的な責任と権限を持つものとする。 

 

（事務担当責任者） 

第４ 事務担当責任者は、事務局長とし、公的研究費の運営・管理について事務的な責任と権限

を持つものとする。 

 

（運営・管理の環境整備） 

第５ 最高管理責任者は、公的研究費の不正な使用（以下「不正」という。） が行われる可能

性が常にあるという前提の下で、不正を誘発する要因を除去し、十分な抑止機能を備えた環

境・体制の構築を図らなければならない。 

２ 公的研究費に係る事務処理手続きについては、次の各号に定める方法により統一的に運用す

るものとし、最高管理責任者は、職務権限者による適切な確認及び監査員による監査等によ

り万全を期さなければならない。物品等の購入・謝金・旅費の手続きは、科研費使用の流れ

について（別紙2）により行う。 

３ 本学における公的研究費に係る会計事務処理の責任体制は、学校法人濱名学院事務分掌規程 

のとおりとする。 

４ 本学における公的研究費に係る事務処理手続きに関する本学内外からの相談窓口（以下「事

務処理手続相談窓口」という。） を経理課に置き、必要な業務を行う。 

 

（職務権限の明確化） 

第６ 最高管理責任者は、公的研究費の事務処理に関して研究費の交付を受けて研究をする者

（以下「研究者」という。） 及び事務職員の権限と責任を明確に定める。 

２ 本学における事務処理の業務は、学校法人濱名学院事務分掌規程に基づき行う。 

 

（関係者の公的研究費に関する意識の向上） 

第７ 最高管理責任者は、公的研究費の執行に当たって、公的資金によるものであることを研究
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者及び事務職員に理解させ、機関が経理する必要性を周知徹底する。 

２ 研究者個人の発意で申請し採択された公的資金である科学研究費補助金及び研究者個人が

受領した寄附金や助成金であって、当該研究者の職務上の教育・研究を援助しようとするも

のは、機関経理の対象となる。 

３ 研究者及び事務職員は、公的研究費の適正な執行を確保するため、関係する規則等の遵守に

努めるほか研修会等に積極的に参加し、自己研鑽に努める。 

４ 研究者及び事務職員は、関西国際大学における公的研究費の執行に関する行動規範（別紙 

3）に則り業務を遂行する。 

５ 研究者は、科学研究費補助金の交付があったときは、関係ルールを遵守する旨の科学研究費

補助金の使用にあたっての誓約書（別紙4）を提出する。 

 

（不正に関する調査及び懲戒） 

第８ 本学における不正に関する調査を実施する場合の手続等については、関西国際大学科学研

究費補助金取扱規程により運用するものとする。 

２ 前項に基づき、懲戒の対象になる事実があった場合の懲戒の種類及びその適用に必要な手続

等については、関西国際大学就業規則に基づき行う。 

 

（不正防止計画の策定及び実施） 

第９ 最高管理責任者は、公的研究費の不正使用を発生させる要因（以下「不正の発生要因把握

表」という。（別紙5））により、具体的な研究活動上の不正防止計画（以下「不正防止計画

表」という。（別紙6））を策定し実施する。 

 

（不正防止計画の推進） 

第１０ 本学の不正防止計画の推進を担当する監査員を置き、必要な業務を行う。 

２ 最高管理責任者は、不正防止の対応について学内外に公開するとともに、不正防止計画の進

捗管理に努める。 

３ 監査員は、部局等が主体的に不正防止計画を実施できるよう協力する。 

 

（公的研究費の適正な運営） 

第１１ 研究者及び事務職員は、第9の不正防止計画表（別紙6） に基づき、適正な予算執行を

行う。 

２ 科学研究費補助金等の内定者で当該補助金等が未交付のため、研究等に支障をきたす場合に

は、稟議書により立替えを申し出て、研究等の円滑な推進に努める。 

 

（公的研究費の適正な管理活動） 

第１２ 事務職員は、予算執行状況を検証し、執行計画と合ったものになっているか確認し、

当初の執行計画に対して著しく遅れが生じている場合又はその執行が年度末になることが予

想される研究者に対して、あらかじめその理由を確認する。 

２ 研究者等と業者の癒着防止のため、打合せ等には原則として事務職員も同席する。 

３ 発注業務は、総務課科研担当者が行う。 

４ 検収業務は、総務課庶務係が行う。 

５ 不正な取引に関与した業者についてはその行為の内容により取引停止等の処分を行うとと 

もに必要に応じその結果を公表する。 

６ 研究者の出張計画の実行状況等は、総務課で把握する。 

 

（ルール等の情報伝達） 

第１３ 最高管理責任者は、教職員等に公的研究費の適切な使用について理解させるため、学

内説明会、講習会及び研修会の開催、インターネットによるＱ ＆ Ａ の掲載、文書通知、 
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諸会議等により周知する。 

２ 公的研究費の使用に関する取扱いについて、本学内外からの相談を受け付ける窓口（以下「使

用ルール相談窓口」という。）を、経理課に置き、必要な業務を行う。 

３ 本学内外からの通報（告発）を受け付ける窓口（以下「通報窓口」という。） を、学長室

に置く。 

４ 最高管理責任者は、教職員等が行動規範や公的研究費の取扱いをどの程度理解しているかの

浸透度調査を定期的（2～3年に1度程度）に行う。 

 

（監査体制） 

第１４ 本学における公的研究費の運営及び管理並びに公的研究費の不正使用の防止等に関す

る監査（以下「内部監査」という。） は、内部監査室が実施する。 

２ 内部監査は、内部監査実施要項に基づき実施する。また、会計書類の形式的要件等の財務情

報に対する監査のほか、本学全体の視点から公的研究費の運営及び管理の体制整備等につい

て改善を重視した監査を行う。 

３ 監査員は、不正防止計画推進本部との連携により、不正の発生要因把握表（別紙5）に応じ

た効果的かつ実効性のある監査を行う。 

 


